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【要旨】
本研究は､職業人1,006名を対象にしたウェッブ調査の結果に基づき、ITの進展に伴う
職場の変化などへの影響について分析したものである｡調査結果を通じ職場のIT化は､(1)
職務内容と労働の形態：個人の能力に応じた職務の増加、労働の柔軟化と高密度化、女性
の労働力活用の場の拡大、(2)人間と組織の関係：社内の対面コミュニケーションの減少と
上司との直接的コミュニケーションの増加、職業毎のデジタル・デバイド、個人的スタイ
ルを中心とした時間や場の自由化の促進、(3)教育ニーズ：基本的なコンピュータ操作能力
から、情報活用能力、語学力、表現力、コミュニケーション能力に関する高度な能力向上
への学習要求の増加、に影響を与えていることを明らかにした。最後に、職業人の生涯学
習への影響を考察し、メディア・リテラシー研究の課題をまとめた。

1.はじめに
「メディア・リテラシーとは、市民がメディアを社会的文脈でクリテイカルに分析し、

評価し、メディアにアクセスし、多様な形態でコミュニケーションを創り出す力」という
定義に基づき計画・実施された一連のメディア・リテラシー調査研究から、本稿では、職
場のIT環境に関する調査結果を中心としてその分析を行い，報告する。
近年、職場におけるコンピュータの普及と高機能化が進展する中で、コンピュータを含
む各種メディアに習熟し、駆使できることが仕事を遂行するうえで不可欠になってきてい
る。IT化が進展している職場では、職務内容、労働形態、人間と組織の関係、あるいは教
育ニーズなどにおいて、ITが導入される以前の職場と比べて、どのような変化がもたらさ
れたのであろうか。
この問いに答えるため、第一に、質問紙調査設計に先立つグループ・インタビューによ

る予備調査を実施した。このインタビューでは、メディアの習熟度の差異に従い２グルー
プ（1グループ５，６名、女性を特定）を設定し、司会者の統制のもと、座談会形式でIT
の進展と職場環境の変化について２時間程度の情報収集を行った。第二に、このインタビ
ューの結果に基づき質問紙を設計した。第三に、質問紙をウェッブ調査会社に委託。質問
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紙はウェッブ調査会社に登録している２０歳から５９歳までの有職者（アルバイトを除く会
社員、自営業、専門職、公務員）男女3,000名にインターネットを介して配布した。配布
は，今回の調査は、ウェッブ調査会社に登録している全国２万人以上の母集団から全国の
人口分布から系統的に抽出すると同時に,回答者から､男女比(男性489名､女性５１７名)、
独身/既婚比(独身509名､既婚497名)がほぼ同じになるように有職者を対象として1,000
名を目安に回答を収集し，層化２段抽出法を併用して1,006名のデータを得た。調査は
20001年１１月に実施された。サンプルの代表性を検討した結果、インターネット利用者
という偏りが高年齢層の回答が少ないという結果に反映された。
回答者の属性を見ると、年齢で多いのは、「30代」４３４人（43.1％)、次いで、「20代」

313人（31.3％)、「40代」２０３人（20.2％）の順である。最終学歴では、男女ともに「大
学」卒が全体の約半数を占め、男性274人（27.2％)、女性203人(20.2%)である。
職場の種類では、「従業員1000人未満の日本企業（非製造業)」296人（29.4％)、次いで
「従業員１０００人未満の日本企業（製造業)」２２２人（22.5％)、「従業員５０００人以上の日
本企業（製造業)」９１人（9.1％)、「従業員１０００人以上５０００人未満の日本企業（非製造
業)」７３人（7.3％）であり、半数が従業員１０００人未満の企業ということになる。

2職場のIT化と女性の労働力活用
最初に、コンピュータに代表される職場のIT化と企業の職場環境との関連について、女
性に焦点をあて、女性517名を対象にした結果を見てみたい｡IT化と企業など職場の進取
の性質は、女性の働きやすさとどのように関係するのであろうか。
(1)女性の目から見た職場の変化
IT化の進展する職場の変化として有意差が認められた内容は、第１表のとおりであり、
内容に従い、「性別より職種重視の処遇」「能力主義」「労働場所・時間の柔軟化」「多忙感」
「コミュニケーションの変化」の５つに分類しうる。’）

第１表職場の変化

(注1:ITの進展を「進んでいる」「どちらともいえない」「遅れている」の３択で聞いた
ものと各項目を分散分析した結果､有意差が認められたもの｡＊輔うぐ.MI,*"<:〃ゆ危佃
総じて、職場のIT化が進展していると回答した者の65%が「情報のやりとりに多忙」
になったと回答し、職場では、コンピュータなしで業務が遂行できない状況が生じている
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No 内容区分 有意差のあった質問項目
１ 性別より職種重視の処遇 ｢職務内容の男女差が減少」＊＊
２ 能力主義 ｢個人の能力に応じた仕事」

｢成果（結果）主義」
｢仕事の外部委託化」

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

｢キャリアアップやキャリア継続に有利」 ＊

３ 労働場所・時間の柔軟化 ｢場所に制約されない勤務」＊＊
｢フレックスタイム等働く時間の自由化」 ＊＊

４ 多忙感 ｢情報のやりとりに多忙」 ＊＊＊

５ コミュニケーションの変化 ｢職場の直接的会話やつきあいの減少」 ＊＊＊

｢e-メールでコミュニケーションが変化」
｢e-メールで自分の意思伝達が容易」 ＊*＊

＊＊＊



ことがわかる。企業によってはIT課という社内のIT関連の疑問に対応する部署を専門的
に設置しているところもある。
自由記述には、職場の変化として、社内のコミュニケーションの減少、仲間や上司との

親近感の喪失、１人１台のパソコンの供給と個別メールアドレス所持で日常業務のペーパ
ーレス化、電話やファックスの減少による静寂化など環境の変化が挙げられている。IT化
の進展により、情報の共有化を進め職階制のフラット化や地位や立場に関係なく情報能力
の保持者が重用される状況、パソコン技能に代表される個人の能力に依存した職務遂行が
経験や年齢以上に求められるようになってきているとの記述が見られた。
インターネットは、近くの者を疎遠に、反対に遠隔地の者とは緊密なコミュニケーショ
ンが可能で心理的距離を縮めるとして「インターネット・パラドックス」と呼ばれる状況
が生じる。職場で隣に座っている者同士がメールでやりとりするなどの非直接的なコミュ
ニケーションの状況や自分の意見を職場内の地位や立場に関係なく海外に発信できるとの
自由記述上の指摘がこのパラドックスの例であろう。

(2)女性の働きやすさ・能力主義と女性の労働力化
職場のIT化を職場の進取の取り組みのメタファーとして捉えれば、前述の職場の変化
に加え、IT化の進展は女性の働きやすさや能力主義の指標となり得る。
このことを明らかにするために、職場環境に関する２０の質問項目を因子分析（主成分

分析、バリマックス回転、固有値１以上）にかけ５因子を抽出した。そのうち、尺度構成
法の手順に基づき、因子内の質問項目間の信頼性係数としてα係数を産出したところ、「女
性の働きやすさ｣｢能力主義｣と名づけたものが尺度として利用可能であった(第２表参照)。

第２表「女性の働きやすさ尺度」と「能力主義尺度」
【能力主義尺度】（6項目）＊*＊･個人の能力を活用する、783
.新しい試みを取り入れる、７１０
.女性にやりがいのある仕事
を 任 せ る 、 6 8 4･専門的な知識や技術を身に
付 け ら れ る 、 ６ ３ ３
．成果（結果）主義である、588
.職場の人間関係の「和」
を 優 先 す る 、 3 8 0

α＝、７４９７

【女性の働きやすさ尺度】（5項目）＊＊
・女性が働きやすい制度（育児
休 暇 等 ） が 充 実 し て い る 、 7 8 8
。長く働き続けることができる.750
・多くの女性は結婚・出産しても
働 き つ づ け て い る . 7 1 8
. 知 名 度 が あ る 、 5 2 3
.女性が働きやすい雰囲気が
あ る 、 5 0 5

α＝、７４５５

この２つの尺度とITの進展について分散分析をしたところ、IT化の進展とこの「女性
の働きやすさ」尺度（*釦こ〃ﾉ、「能力主義」尺度（紳な，く〃〃との間にそれぞれ有意差
が認められた。つまり、IT化が進展し、新しい体制づくりや取り組みが見られ、意識が高
いと推察される職場では、能力主義の推進と女性の働きやすさが認められると評価されて
いることを推察させる。しかし、IT化の進展に伴い、「個人の能力に応じた仕事が可能」
と回答した者は約５割、「職務内容の男女差がなくなった」との回答は約３割であり、こ
の結果から､IT化の進展が直接的に職場の労働条件や処遇などで男女差をなくす方向に動
いているとの結論はし難い。このことは、回答者が専門職の女性だけではないため、女性
のコース制（｢総合職」「一般職」「派遣職員｣）が回答結果に影響している可能性がある。
また、正規職員に女性が占める割合を算出し、その比率を四分位(20％より少ない､２０％
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以上、３５％以上、６０％以上）し、職場についての質問項目を分散分析したところ有意差が
認められたものは、「専門的知識・技術を身につけることが可能***」「女性にやりがいの
ある仕事を任せる**寧」「女性が働きやすい雰囲気***」「給料が高い**」「女性が働きや
すい制度が充実*」「個人の能力活用*」「新しい試みの取り入れ*」「職場の上司を「さん」
づけ*」の項目である。有意差の認められたものを多重比較(Scheffe法）したところ、女
性正規職員の占める割合が35％以上で、「女性が働きやすい雰囲気｣、「女性にやりがいのあ
る仕事を任せる｣、「専門的知識・技術を身につけることが可能」などの女性の職能開発に
関する項目の平均値が高い。同時に、「残業はあたりまえ」であり「女性が定時で帰れる雰
囲気」「女性は遠隔地の転勤なし」「多くの女性は結婚、出産後も継続勤務」などの平均値
は低い結果となった。このことは、必ずしも働きやすさの意味することが、労働条件の緩
やかさではなく、男性と伍して働き、同様の処遇を受けることも意味する場合があること
を示唆する。この関連で見れば、有職者で子どものいる女性に、再就職・転職する場合の
仕事を質問したところ、「在宅での仕事」（子ども有(N=68)30.9%;子ども無(N=281)
14.9％）を希望する比率が最も高い。反対に、有職者で子どもがいない女性は、「違う業種
で働きたい」（子ども有(N=68)14.7%;子ども無(N=281)26.0%)の比率が高い。
この回答傾向から、職業上の責任と子育ての両立を可能にするほど、現段階の職場でのIT
化が柔軟な勤務体制を企業文化に持ち込む契機になっていないことが推察される。
女性の働き方についての意識を聞いた項目では、男性の47.4％、女性の34.2％が「子ど
もがある程度大きくなってから再び働く」、男性の30.1％、女性の49.5％が「結婚や出産・
育児にかかわらず、ずっと働く方がよい」と回答している。「仕事の継続」「再就職」を併
せれば､男女ともに女性が働くことを肯定していることがわかる｡具体的にはどう働くか、
ということなのであろう。
それでは､女性の労働力化は将来的にはどのような方向に向かうのであろうか｡女性は、
家庭責任や子育てとの両立、また、筋力に依存する仕事では肉体的、体力的にハンディキ
ャップがあるなど、これまで仕事を継続するうえで幾多の課題があった。また、結婚や出
産で中途退職した場合、継続勤務が原則であった終身雇用制の中で組織に復帰することは
基本的には難しい状況が存在していた。
コンピュータを介した作業は、迅速さと大量の情報をもたらし、時間、場所、体力に制

限されず、付加価値や成果を重視する労働、つまり時間集約的な働き方を可能にする。し
かし、実際には、組織の中の労働環境・条件の弾力化が進むまで、時間と場所の拘束を離れた
在宅勤務により、副業的に仕事に従事することが女性の労働力化を求める現実的な方向性と言
えるのではないだろう力も働きたいものが自由に参加できる労働市場の柔軟･弾力化の議論
にIT化が多くの選択肢を提供するのは、近未来のことであろうが、企業文化に代表され
る組織にあっては、いまだ醸成の途上と言えるのではないだろうか。

（岩崎久美子）
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3.1Tと仕事のスタイルー職場の仕事スタイルをどう変えたか

(1)ITと職場の現状
ITの普及によって職場や生活がどう変わったかについては､全体としては多い順に｢自

分の生活を楽しくしてくれた」（78％)、「自分の可能性が広がった」（76％)、「買い物が時
間や場所に制約されなくなった」（63％)、「Ｅメールの活用により職場のコミュニケーシヨ
ンが変化した」（63％)であった。生活が楽しく、生き方の可能性が広がり、買い物の時間
的空間的制約がなくなったという回答が多い。
特に、仕事のスタイルについてみれば、コミュニケーションのあり方が変わり、「場所に

制約されずどこでも勤務が可能になった」（44％)という回答から、勤務場所や時間の自由
化は進んだといえる。しかし、すでに女性の例にみたように、職場の仕事スタイルを全体
として急激に変えるというところまではいっておらず、着実に進行中というのが現状であ
ろう。

(2)仕事のスタイルの変化
特にここでは、成果主義、勤務の場所や時間の自由化、職場のコミュニケーションとい
った仕事のスタイルに注目し、これらの要因がどのような関連をもち、コンピュータやＩ
Ｔの進展がどのような影響を及ぼしたかという点について探求的分析を試みた。第３表か
ら第５表は､この３つの項目が他の項目とどの程度の相関関係にあるかをみた結果である。
第３表「個人の能力に応じた仕事ができるようになった」と他項目との相関

***は0.1%で有意、＊*は1%で有意、＊は5%で有意
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質問項目 相関係数
コンピュータやITの普及による職場や生活の変化
１ … 嫡 迩 く な っ た 0.433 *＊＊

２ ｷ ｬ ﾘ ｱ ｱ ｯ 錨 ヤ リ ア 聯 撤 っ て い る 0.377 *＊＊

３ 成 果 綿 主 瀕 瀧 し た 0.373 * * ＊

４ 鞠1輪紬されずどこで｛卿河龍こなった 0.350 *＊＊

５ 家事と仕事と呵瑚§しやすくなった 0.291 *＊＊

今の職業の満足度
１ 職場の合理化 0.266 *＊＊

２ 仕事のやりがい 0.189 *＊＊

３ 将来性 0.184 * * ＊

４ 福利厚生 0.183 * * ＊

５ 労働時間・休日 0．１７１ * *＊

職場の特徴
１ 個人の能力を活用する 0.242 * * ＊

２ 新しい試みを取り入れる 0.204 *＊＊

３ 成果（結果）主義である 0.176 * * ＊

４ 女性が働きやすい雰囲気がある 0.158 *＊＊

５ 職場の人間関係の「和」を優先する 0．１５１ ＊＊＊



第４表「場所に制約されずどこでも勤務が可能になった」と他項目との相関

第５表「Ｅメールにより上司や同僚に意見を伝えやすくなった」と他項目の相関係数
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質問項目 相関係数
コンピュータやITの普及による職場や生活の変化
１ フレックスタイム等働く時間がある程度自由になった 0.577 * * ＊

２ 成果（結果）主義が徹底した 0.423 ＊*＊

３ 家事と仕事との両立がしやすくなった 0.357 ＊＊＊

４ 個人の能力に応じた仕事ができるようになった 0.350 ＊＊＊

５ 仕事の外部委託が増えた 0.339 ＊*＊

今の職業の満足度
１ 職場の合理化 0.236 ＊＊＊

２ 将来性 0.202 ＊＊＊

３ 賃金 0.162 ＊＊＊

４ 仕事のやりがい 0.155 ＊＊＊

５ 労働時間・休日 0.145 ＊＊＊

職場の特徴
１ 個人の能力を活用する 0.253 * * ＊

２ 新しい試みを取り入れる 0.216 * * ＊

３ 成果（結果）主義である 0.192 *＊＊

４ 卿_上司を柵よりは｢さ刈御ﾌｰで平ぷことが象、 0.157 * * ＊

５ 給料が高い 0.156 * * ＊

コンピュータやITの普及による職場や生活の変化
１ フレックスタイム等働く時間がある程度自由になった 0.363 ＊＊＊

２ 場所に制約されずにどこでも勤務が可能になった 0.338 ＊＊＊

３ キャリアアップやキャリアの継続に役立っている 0.331 ＊＊＊

４ 仕事の外部委託が増えた 0.316 ＊＊＊

５ 家事と仕事との両立がしやすくなった 0.316 ＊＊＊

職業の満足度
１ 将来性 0.234 *＊＊

２ 職場の合理化 0.234 *＊＊

３ 福利厚生 0．１６７ ＊＊＊

４ 人間関係 0.155 ＊＊＊

５ 職場の雰囲気 0.155 ＊＊＊

職場の特徴
１ 新しい試みを取り入れる 0.265 ＊＊＊

２ 個人の能力を活用する 0.238 ＊＊＊

３ 聯蝪の上司を縄職名よりは｢さ刈引ﾅ画平ぶこと力瀕,、 0.209 ＊＊＊

４ 成果（結果）主義である 0.187 ＊＊＊

５ 女性が働きやすい雰囲気がある 0.182 ＊＊＊



上記のうち、変化についての変数間の関連をまとめたのが、第１図である。
第１図要因間の関連

男女差の
解消

家事と仕事
の両立適正な仕事の配分

フレックス
タイム化勤務場所の自由化

成果主義の徹底
コミュニケーション
の容易化

キャリアアップ
に効果仕事の外

部委託化

この職場の変化は､また､職業の満足度や職場の特性とも高い関連を持つ結果を示した。

(3)その他の調査結果
その他にも、調査結果からのクロス表分析によって、次のような結果がみられた。
1)職場の変化（フレックスタイム制や勤務場所の自由化）は成果主義と関連がみられる。
特にITの活用能力の高い技術者ほど勤務状況の自由化が成果主義と結びついている。
2)個人の能力が適切に活用されたり、新しい試みを取り入れていると評価された職場の回
答者ほど勤務場所の自由化が進み、Ｅメールによる意思伝達が容易になっている。
3)成果主義や勤務場所の自由化が進んでいるという回答者ほど、職場の合理化や将来性に
は満足しているが、逆に人間関係や職場の安定性についての満足度が低い。
4）「仮に退職しても今の職場に戻りたいかどうか」という希望は、「長く働き続け」られ、
「給料が高い｣、「残業がない｣、「女性がやりがいのある仕事を任せられる」などの条件と
関係し、成果主義や能力の適性な活用との間には差がみられない。
5)男女平等化は能力の適性な活用状況と関連があるが、「仕事の外部委託」や「キャリアア
ップ」などの状況とは関連があまりみられない。
6)メールによって上司等との伝達は容易になったが、IT技術の習熟度が高いほど、対面
コミュニケーションは弱体化する可能性がみられる。
(4)まとめ
職場の仕事のスタイルは、メールによる勤務場所や時間の自由化に伴う勤務条件の弾力
化、適切な個人能力の活用が行われる一方での、仕事の外部委託、そして、個人の成果主
義の浸透、職場全体ではなく個人のキャリアアップへの関心増大により、集団中心のスタ
イルから個人中心のスタイルへと変化していることを、これらの調査結果は示している。

（井上豊久）
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4,ITが職場をどう変えたか
（１）職務内容と労働形態、組織の変化
以上、岩崎は、職務内容と労働形態の変化という点でコンピュータやIT技術の発展
が、個人の能力に応じた職務の増加や労働の柔軟化と高密度化をもたらすとともに、女
性の労働力活用の場が拡大されつつあるという傾向を示した。また、人間と組織の関係
では、社内の対面コミュニケーションの減少と上司との直接的コミュニケーションが増
加し、インターネット･パラドックスがもたらす関係性の変化について論じてきた。
さらに、井上は、職場の変化（フレックス、働く場の自由化）が成果主義と関連し、

技術者と事務職の格差が現れつつあること、あるいは、個人の能力を活用し、新しい試
みに積極的な職場ほど個人能力や働く場の制約の自由化が進むこと、また、職場の仕事
のいろいろな条件の変容(メールによる勤務場所や時間の自由化に伴う勤務条件の弾力
化､適切な個人能力の活用が行われる一方で､仕事の外部委託､個人の成果主義の浸透、
職場全体ではなく個人のキャリアアップへの関心増大)から､集団中心から個人中心のス
タイルへと変化していることを示した。
最後に、こうした職場の変化に応えて、職場における教育や学習がどのように行われ

ているかについて、その実態をみておこう。
(2)職場の学習
第６表は、本調査で特にコンピュータの利用をホームページの作成やプログラミング、
システムの設計などの比較的高度なスキルを使えるかどうかを尋ねた結果から、このい
ずれもできるものを水準４とし、以下、水準３，２とし、水準１を基本的な操作や文書
入力などができるものとして設定したものである。この水準をコンピュータ・リテラシ
ーとしてみた場合､職業別にどのようなリテラシーの水準にあるかをみた結果が第７表で
ある。専門・技術職のリテラシーが極めて高い一方で、管理職や販売・営業職に比較し
て、事務職や技能・労務職のリテラシーが低い結果となっていることがわかる。
こうしたリテラシーをいつ修得したかを尋ねた結果を､年齢階層別にみたのが第８表で

ある。年齢階層別に見た理由は、コンピュータの学習をいつ受けたかが、その後のコン
ピュータ・リテラシーの形成に大きな影響を及ぼしていることがわかっているからであ
る。表では、若年層になるにしたがい、専門学校の利用者、就職前の学習が多く、３０代
では「職場での仕事経験の中で」や「職場で提供してくれた研修」が多い。他方、４０代
以上では、「本などを使って自分で勉強した」というように自学の経験者が多くなって
いる。
すなわち、若年層では、コンピュータ技能の学習は職場に入る前に行われる傾向があ
るのに対し、３０代では職場の研修か、OJTの中で行われており、他方､40代以上では、
その重要性の拡大にもかかわらず、コンピュータの学習機会が乏しくなっていることが
わかる。
本研究の実施期間(1999～2001年)で、国は全国的なIT学習機会の提供を行ったが、

今後、基本的な操作能力だけではなく、国際化や知識社会への移行の中で、語学力、表
現力、コミュニケーション能力を加えた広く高度な情報活用能力が必要になるとすれば、
さらに多様なIT活用能力の学習機会が重要となってくるだろう。生涯学習の観点から
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すれば、若年者だけでなく、中高年の職業人にいかに学習の機会を提供するかがさらに
大きな問題となってくることが予想される。しかも、技術の革新が進む中で、若年層が
職場の準備としてIT学習を行ったとしても、その学習内容が一時的な内容の技術学習
だけではなく、長期にわたる普遍的な内容でなければ、同じ問題、進化する技術を追い
かける急速なアップツーデートな学習を繰り返す必要が生じる。

第６表コンピュータ・リテラシー（％）

第７表仕事の内容別にみたコンピュータ・リテラシー（％）

第８表どのような方法でコンピュータ技能を修得したか（％）

男女の平等化、個人の能力に応じた仕事への配分や適性化、成果（結果）主義の浸透、
仕事の外部委託化、個人的な学習を中心としたキャリアアップへの関心の増加、勤務場所
や時間の自由化、上司との直接のやりとりの増加や直接的な会話の減少など職場のコミュ
ニケーションスタイルの変化、そして、情報のやりとりの多忙化など、職場の状況、仕事
のスタイル、学習形態の変化など、ITは職場を少しずつではあるが、大きく変えつつあ
る。こうした職場の変化が職業人の生涯学習活動にどのような影響をもたらすか、につい
て、最後にまとめておきたい。
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水準４ ホームページ作成、プログラミング、システム設計のいずれもできる 11.7

水準３ 上記のうち、二つはできる 1１．８

水準２ 上記のうち、いずれかができる 59.4

水準１ 上記のどれもできないが、メールの送受信、文書入力・処理、データ入力、情報
検索、表計算などはできる。

17.0

水準１水準２水準３水準４ 合計 Ｎ
専門･技術職(ﾌﾛｸﾗﾏｰ､君塵婦､保母導） 10.7４０.３２１.７２７．２ 100 2帥

サービス職(瞭行集､ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ､美理容師､国理騨等） 17.1６３．４９．８９．８ 1側 4１
管ヨ醜(謀長以上の管理職､店長等） 11.1７０.８１１．１６.９ 1㈹ 7２

販売･営業職(ﾚｼ､販売店員､保険外交貝等） 18.3７５．３３．２３．２ 1㈹ 9３
事務職(OA機蟹のｵﾍﾚー ﾀー ､受付､秘害､事霧貝等） 21.8６６．６７．４４．２ 1側 377
技能･労務職(製造･組立工､縫製工､包装工､ﾄﾚー ｽ等） 26.5６０．３７．４５．９ 1㈹ 6８

その他 12.7６３．５１２．７１１．１ 1側 6３
針 17.0５９．４１１．９１１．８ 1伽 1 剛

ｕＪ､こぬよう辱勾法̅Ｃヨン匡ユージ煙鳳眉さ診悔しました刀、 畠品Ｉ ■▲

耐

20代 30代

篭層

40代
50代
以上 全体

コンピュータの専門学校に通って
就職する前に学校(コンピュータの専門学校以外）
国や自治体の汀繍習などに自費で参加して
民間企業の汀講習などに自費で参加して
職増での仕事経験の中で
職堪が提供してくれた研修を通じて
本などを使って自分で勉強して
家族や友人に教えてもらった
その他

11.5
23.6
1.3
3.2
68.4
19.5
65.8
35.5
2.2

N=313

８．５
９．９
１．８
5.3
77.9
29.0
66.6
28.3
１．８

N=434

Ｏ

９

０

５

ａ
８
ａ
２
68.3
28.7
70.3
30.7
1.5

N=202

１．８
３．６
１．８
5.4
69.6
23.2
76.8
37.5
１．８

N=5６

８，４
１３．６
２．３
4.1
72.5
25.7
67.7
31.5
１．９

N=1005



(3)職場の変化が職業人の生涯学習にもたらす影響
その第一は、技術革新の急激な進歩、そしてその加速度的な変化に応じて、学習の内

容がまず変化することである。それは、単なる知識の学習だけでなく、メディア・リテラ
シーと呼ばれる学習の内容に、高度なメタ学習能力、自己表現能力、人間関係能力、自己
管理能力の習得もが含まれていく点である。
第二に、そこで学ばれる内容はメタ学習能力だけではなく、流通する情報を学ぶという
よりは、よりいっそう個人的な身体と一体化した暗黙の知、パーソナルな知が重要となっ
てくると思われる。集団的な仕事から個人的な仕事へのスタイルの変化に応じて、個人労
働者は、長期的な雇用契約の下で終身雇用が図られる時代ではなくなり、どのようなユニ
ークな知識や技術をもつ個人であるかが問われる時代となってきたからである。
第三に、SOHOや在宅勤務、そして、OJTそのものの仕事のスタイルの個人化や自
由化は、学習方法自体の変化をもたらしている。すでに、その兆候は、各種のeLearning
事業の展開にも現れている。
第四に、個人的な学習だけではなく、企業がその創造性を発揮するためには、企業自身
が学習する組織であることが問われ始めている。学習組織論や知識創造企業論などは、そ
うした企業の出現とマネージメントのありかた自体において、新たな組織的な学習論の研
究と開発の重要性が論じられていることからも明らかである。
第五に、最も重要な問題は、今回の調査でもその一端が明らかにされているが、職業生
活の変化を、より広い個人的な生活の変化、地域や世界の広がりと個人の生涯にわたる広
がりの中でとらえる必要である。女性の生き方だけでなく、男性の生き方、そして企業自
体が地域社会とどのように関わって生存していくか、いっそう大きな文脈の中で、このＩ
Ｔの問題をとらえる必要がある。とりわけ、日本では、ITと呼ばれるが、西欧諸国では、
この用語に､コミュニケーションのＣが加わる｡仕事と生活のネットワーク､地域と家庭、
職場のネットワーク、そして学校から企業へのネットワークの中で、このメディア・リテ
ラシーの研究が展開される必要があろう。

5.おわりに
前年度の論集２３号では、「生涯学習社会におけるメディア・リテラシーに関する総合的

研究(1)-成人学習者と社会教育・生涯学習担当者のメディア利用一」を発表した。そこ
では、成人学習者及び生涯学習・社会教育行政担当者のメディア利用の実態と課題を明ら
かにし、本やテレビへの批判的学習、テレビや新聞のリテラシーの問題、子どもに有害な
情報の取り扱い、インターネットに対する大人の責任、そして、行政担当者の状況を明ら
かにした。それに引き続き、本論では、特に成人学習者の中でも、職場のリテラシーに焦
点を当てて、その問題を分析した。
国立教育政策研究所で行った「生涯学習社会におけるメディア・リテラシーの総合的研

究」においては、さらに広い視点でその調査結果をまとめた。結果の詳細は、各報告書に
記載したが､本論は､その調査結果から独立して、さらに詳細な分析を行ったものである。
二年にわたる研究のまとめとして、最後に、今後の研究課題をまとめておきたい。
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生涯学習におけるメディア・リテラシーの研究では、学習者自身がいかに能動的、自発
的な学習態度を身につけているか、あるいはそうした態度を身につけるようになっていっ
たかが研究の出発点であった。まず、メディア・リテラシーについての基本的・実証的な
研究から始め、最後にいくつかの実験的な研究にこの研究は移行した。実際の４年間にわ
たる本研究の目標は、次の四点においた。

１）生涯にわたるメディア・リテラシーに関する理論的研究
２）メディア・リテラシーとその教育に関する事例調査
３）学校教育及び成人教育における実証的調査
４）国際比較調査（先進国の事例調査）

研究期間中も、メディア・リテラシーに関わる状況は大きく変化した。その過程で明ら
かとなった主な問題として次の４点をあげておきたい。

(1)メディア・リテラシーの暖昧な定義
本研究の当初からの大きな問題点は、メディア・リテラシーをめぐる定義である。メデ
ィアとは何か、リテラシーとは何かが、参加した研究者によって異なる意見や視点で取り
扱われ、意見の一致をみなかった。この定義は国毎にも異なっている。
本概念が多様性をもつ理由の一つは、「メディア」そのものが多様な意味を含んでいる点
にある。したがって、メディアをどう定義するかによって、その意味も異なる。コンピュ
ータ・リテラシーを意味することもあれば、テレビ・リテラシーやラジオ・リテラシーを
示す場合がある。第二の理由は、「リテラシー」の意味の多様性である。かつて、リテラシ
ーは｢識字｣を意味していたが､生活できる能力を加えた機能的識字への概念の変化から、
ライフスキル・リテラシーや環境リテラシーの概念が登場し、現代社会を生きる上でどの
ような内容を基礎的な力として学ぶべきかが問われ始めた。また、日本では、文部科学省
を中心に各種答申では「情報活用能力」の育成を教育の目標の一つとして掲げるように、
メディア・リテラシーを「情報活用能力」や「情報リテラシー」と同義にとらえる傾向が
ある。そこでは、情報の基礎的な読み書き能力として①情報の判断、選択、整理、処理能
力と新たな情報の創造、伝達能力、②情報化社会の特質、情報化の社会や人間に対する影
響の理解、③情報の重要性の認識、情報に対する責任感，④情報科学の基礎及び情報手段
の特徴の理解、基本的な操作能力の習得などを含んでいる。情報リテラシーが「情報」に
ついての学習だけでなく、伝達能力や情報手段の理解、基本的な操作能力の習得まで含む
一方、メディア・リテラシーも媒体としてのメディアだけでなく、内容としてのメッセー
ジの学習も含んでいるために概念上の混乱が生じるのである。ただ、「メディア」及び「情
報」という用語にそれぞれ重点を置くのは、それぞれがメディア社会、情報社会という社
会像を前提にしていることと関連する。それぞれの社会像の中での教育や学習の基礎的力
として「メディア・リテラシー｣、「情報リテラシー」が強調されるのである。
(2)情報社会から知識基盤社会へ
他方､その日本がめざす社会像自体が変化を遂げ始めた｡2000年の生涯学習審議会答申
「新しい情報通信技術を活用した生涯学習の推進方策について」では、生涯学習の必要性
を情報化の意義及び、個性豊かで創造的な人材の育成について論じていた。しかし、国の
総合政策としては、「情報」から「知」へのキー概念の変化が現れた。学術審議会の『科学
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技術創造立国を目指す我が国の学術研究の総合的推進について一「知的存在感のある国」
を目指して一』（1999/06）に示されているように、そこでは、「科学技術創造立国」とい
う新たな方向が示され、「知」による社会創生が目指され始めた。その社会像は、「①知の
創造と活用により世界に貢献できる国-新しい知の創造､②国際競争力があり持続的発展が
できる国一知による活力の創出一、③安心・安全で質の高い生活のできる国一知による豊
かな社会の創生一」なのである。
（３）進化するインターネットの世界
第３は、現象としてのインターネット自体が新たな研究分野を展開し始めた点である。
たとえば、バラバシの新たなネットワーク研究は、量子理論、経済、電気、テロ、エイズ、
生物学、脳研究、バイオなどのそれぞれの研究と関係する2)。彼の研究は、ランダム・ネ
ットワーク（たとえば高速道路網）の仮説から、スケールフリー・ネットワーク（たとえ
ば航空便のルートマップ）の世界への仮説を提示している。インターネットの新たな研究
の展開の意味は、メディアをめぐる社会についての研究自体が、インターネット世界の研
究を通じて大きく変化しているという点である。また、同時に、社会の研究で前提として
いた統計的原理、正規分布モデルがすべての事象にあてはまるわけではなく、ベキ法則が
適用されるべきモデルも多くみられることが示されている。インターネットの世界を含め
て、ITの社会への導入において危倶されている「ディジタル・デバイド｣、つまり、地域
や階層によるインターネット利用の格差とそれに伴う種々のサービス機会の不平等が生じ
る危険性も含め、ネットワーク研究の進化は、メディア・リテラシーの内容としてのメデ
ィア世界についての認識そのものを、研究者や行政職自身が変えていかざるを得ないこと
を示している。
(4)社会変化に応じた学習支援システムの開発
生涯学習社会におけるメディア教育の研究課題として、上記の変化の中で、さらに次の
ような研究課題が必要とされよう。
１）メディアを活用した学習支援システムの整備
２）技術の進歩に応じたグループ学習など学習法の開発
３）メディア活用能力開発のための技術やアプリケーションの開発
さらに、こうした研究は、技術革新と生涯学習活動の関係というような、よりマクロな

視点からとらえる理論が必要とされる。
（立田慶裕）

（注２：アルバート・ラズロ・バラバシ,2002,『新ネットワーク思考一世界のしくみを読
み解く』青木薫訳、NHK出版）
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